
様式第１号（第６条関係）                                             【表  面】 

  

令和６年７月１日  

 

佐賀県知事 様 

 

 （申請者） 住所 佐賀市城内１丁目１－５９ 

氏名 建築 住太郎 

 

 

令和６年度佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業費補助金交付申請書 

 

 下記のとおり佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業を実施したいので、佐賀県居住

支援推進空き家利活用モデル事業費補助金を交付されるよう、佐賀県補助金等交付規則及び

佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添

えて申請します。 

 

記 

 

１ 事業の目的  住宅確保要配慮者専用住宅の整備のための空き家の購入と改修 

 

２ 事業の内容（別紙１） 

 

３ 事業の成果  住宅確保要配慮者の居住 

 

４ 交付申請額         金 １，０００，０００ 円 

 

５ 事業完了予定年月日     令和７年２月２１日 

 

６ 連携して事業を行う居住支援法人(申請者が居住支援法人の場合は記入不用) 

法人名  ＮＰＯ法人 居住支援さが 

 

（添付資料）  

・交付申請時添付書類確認表 

 ・交付申請時添付書類確認表に記載されたもの 

 

※注意 

 当該補助金の交付決定通知前に工事等の事業着手はできませんので、注意してください。  

本申請書は、【表面】、【裏面】あります
ので、両面で印刷してください。 

事業の目的・効果は、簡潔に記載してくだ
さい。 

申請する補助金額を記載してください。 
（別紙 補助金額算定シートで算出） 

交付申請書類（様式） 記載例 



【裏  面】 

記載要領：申請にあたっては、誓約の内容を確認の上、□にレを記入し、その他必要事項に

ついても記入すること。 

 県では、行政事務全般から暴力団等を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお

願いしています。なお、内容確認のために佐賀県警察本部へ照会を行う場合があります。 

 この様式に記載された個人情報は、佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業の目的を達

成するため及び誓約事項の確認のために使用します。 

 

 

誓 約 書 
 

 

 私は、この度の申請を行うに当たり、次の事項について誓約します。 

 なお、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。 

 

 

 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

  また、次の(2)から(7)までに掲げる者が、その経営等に実質的に関与している法人

その他の団体又は個人ではありません。 

 

  （１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(令和3年法律第77

号）第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

  （２）暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

  （３）暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者 

  （４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与え 

る目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

  （５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直

接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

  （６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  （７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

【法人、団体にあっては事務所所在地】 

住  所 

〒 840-8570 佐賀市城内１丁目１－５９                  

 

【法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名】 

（ふりがな） けんちく すみたろう 

氏  名    建築 住太郎                                

 

生年月日 （明治・大正・昭和・平成）５９年７月１日  

 

この手続により県が取得した個人情報は、本事業の目的以外に使用すること又は本人の承諾なく第三者に提供することは
ありません。詳しくは、「佐賀県プライバシーポリシー（http://www.pref.saga.lg.jp/kiji00319144/index.html）」をご
覧ください。 



別紙１ 

事 業 の 内 容 

Ⅰ．空き家の概要 

所有者氏名 中古 住男 

所 在 地 佐賀市栄新２丁目１－１ 

階  数 構 造 延 べ 面 積 

 木造 ☐鉄骨造 ☐ＲＣ造 ☐その他（    ）  125.5㎡ 

建設(確認申請)年月日 Ｓ・☐Ｈ・☐Ｒ ５５年７月１日 

 

Ⅱ．実施する事業として該当するものに全てチェックをいれてください。 

 Ａ 空き家の購入 

 Ｂ 空き家の改修  

 Ｃ 空き家の耐震診断・耐震改修工事 

 

Ａ 空き家の購入 

１．購入後の空き家の用途     住宅確保要配慮者専用住宅                       

 

２．連携する居住支援法人（申請者が居住支援法人である場合は申請者）が、購入した空き

家で行う居住支援活動の内容 

 

Ｂ 空き家の改修 

１．住宅確保要配慮者専用住宅の整備 

 実施する改修工事として該当するものに全てチェックをいれてください。 

☐ １ 共同居住用住居に用途変更するための改修又は間取りの変更 

 ２ バリアフリー改修工事(外構部分のバリアフリー化を含む) 

 ３ 防火・消火対策工事 

☐ ４ 子育て世帯対応改修工事 

 ５ 別表２（２）項に定める耐震改修工事 

☐ ６ 省エネルギー改修工事 

☐ ７ 交流スペース（コミュニティスペース）を設置する工事 

☐ ８ 見守りサービス等を行うための設備の設置に係る工事 

 ９ 賃貸住宅として貸し出せる状態とするために最低限必要となる工事 

住宅確保要配慮者への賃貸住宅のサブリース事業 

 

 

住宅確保要配慮者専用住宅を整備する場
合のみ記入してください。 



２．居住支援法人が居住支援活動を行うために必要となる施設の整備 

（１）主な工事内容 

（２）連携する居住支援法人（申請者が居住支援法人である場合は申請者）が、改修した空

き家で行う居住支援活動の内容 

 

Ｃ 空き家の耐震診断・耐震改修 

１．耐震診断方法 

実施する耐震診断として該当するものにチェックを入れてください。 

 １ 財団法人日本建築防災協会の「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める一般診断

法又は精密診断法（時刻歴応答解析による方法を除く。） 

☐ ２ 財団法人日本建築防災協会の「既存鉄骨造建築物の耐震診断指針」、「既存鉄筋コ

ンクリート造建築物の耐震診断基準」又は「既存鉄骨鉄筋コンクリート造の耐震診

断基準」 

☐ ３ 財団法人建築保全センターの「官庁施設の総合耐震診断基準」 

☐ ４ 文部科学省の「屋内運動場等の耐震性能診断基準」 

☐ ５ 社団法人プレハブ建築協会の「木質系工業化住宅の耐震診断法」 

☐ ６ 社団法人プレハブ建築協会の「鉄鋼系工業化住宅の耐震診断法」 

☐ ７ 社団法人プレハブ建築協会の「コンクリート系工業化住宅の耐震診断法」 

☐ ８ 財団法人日本建築防災協会の「既存壁式プレキャスト鉄筋コンクリート造建築物の

耐震診断指針」 

☐ ９ 財団法人日本建築防災協会の「既存壁式鉄筋コンクリート造等の建築物の簡易耐震

診断法」 

☐ 10 簡易耐震診断法（前各項に定めるもののほか、一戸建て住宅の耐震診断の方法とし

て、特に知事が認めるものをいう。） 

２．主な耐震改修工事の内容 
  

壁紙の張替え、出入口の段差解消工事 

 

 

要配慮者の生活/入居相談・空き家情報提供の窓口業務 

 

筋交い、金物、構造用合板での補強工事 

 

 

居住支援法人が居住支援活動を行うために
必要となる施設を整備する場合のみ記入し
てください。 

この手続により県が取得した個人情報は、本事業の目的以外に使用すること又は本人の承諾なく第三者に提供することは
ありません。詳しくは、「佐賀県プライバシーポリシー（http://www.pref.saga.lg.jp/kiji00319144/index.html）」をご

覧ください。 



様式第２号（第７条関係） 

 

令和６年９月１日  

 

佐賀県知事 様 

 

 （申請者） 住所 佐賀市城内１丁目１－５９ 

氏名 建築 住太郎 

 

 

令和６年度佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業費補助金交付変更承認申請書 

 

 令和６年７月１５日付け建第１２３４号で補助金の交付決定の通知のあった佐賀県居住支

援推進空き家利活用モデル事業費補助金について、変更交付を受けたいので、佐賀県補助金

等交付規則及び佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業費補助金交付要綱の規定により、

下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 既交付決定額       金 １，０００，０００ 円 

２ 変更交付申請額      金   －２４，０００ 円 

（変更後交付申請額    金   ９７６，０００ 円） 

３ 変更の内容 

   防火・消火対策工事の中止 

 

４ 変更の理由 

   既に住宅用火災警報器が設置されていたため 

 

５ 事業完了予定年月日     令和７年２月２１ 

 

（添付資料） 

・交付変更承認申請時添付書類確認表 

・交付変更承認申請時添付書類確認表に記載されたもの 

 

  

佐賀県から交付された補助金交付決定通知書に
記載された日付、文書番号を記載してください。 

この手続により県が取得した個人情報は、本事業の目的以外に使用すること又は本人の承諾なく第三者に提供することは

ありません。詳しくは、「佐賀県プライバシーポリシー（http://www.pref.saga.lg.jp/kiji00319144/index.html）」をご
覧ください。 



様式第３号（第７条関係） 

  

令和６年１０月１日  

 

佐賀県知事 様 

 

 （申請者） 住所 佐賀市城内１丁目１－５９ 

氏名 建築 住太郎 

 

 

令和６年度補助事業中止（廃止）承認申請書 

 

 令和６年７月１５日付け建第１２３４号で補助金の交付決定の通知があった事業について、

事業を中止（廃止）したいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 事業の名称 佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業 

 

２ 中止（廃止）に係る事業の内容及び金額 

   住宅確保要配慮者専用住宅の整備に係る空き家の購入及び改修 

   １，０００，０００円 

 

３ 中止（廃止）の理由 

  購入予定の空き家が売主の都合により契約に至らなかったため 

この手続により県が取得した個人情報は、本事業の目的以外に使用すること又は本人の承諾なく第三者に提供することは
ありません。詳しくは、「佐賀県プライバシーポリシー（http://www.pref.saga.lg.jp/kiji00319144/index.html）」をご
覧ください。 

佐賀県から交付された補助金交付決定通知書に
記載された日付、文書番号を記載してください。 



様式第４号（第７条関係） 

  

令和７年２月１日  

 

佐賀県知事 様 

 

 （申請者） 住所 佐賀市城内１丁目１－５９ 

氏名 建築 住太郎 

 

 

令和６年度補助事業遂行状況報告書 

 

 令和６年７月１５日付け建第１２３４号で補助金の交付決定の通知があった事業の遂行状

況について、下記のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 補助事業の名称    佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業 

２ 補助金の交付決定額    金 １，０００，０００ 円 

 

３ 予定の期間に完了しない又は遂行が困難と見込まれる理由 

  設置予定の給湯設備が、各メーカー共に納期が遅延しており、事業完了予定日までに

工事を完了することが困難となったため。（事業完了予定日：令和７年４月３０日） 

  

この手続により県が取得した個人情報は、本事業の目的以外に使用すること又は本人の承諾なく第三者に提供することは
ありません。詳しくは、「佐賀県プライバシーポリシー（http://www.pref.saga.lg.jp/kiji00319144/index.html）」をご
覧ください。 

佐賀県から交付された補助金交付決定通知書に
記載された日付、文書番号を記載してください。 



様式第５号（第９条関係） 

  

令和７年２月２５日  

 

佐賀県知事 様 

 

 （申請者） 住所 佐賀市城内１丁目１－５９ 

氏名 建築 住太郎 

  

 

 令和６年度佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業費補助金実績報告書 

 

令和６年７月１５日付け建第１２３４号で補助金の交付決定の通知があった標記事業につ

いて、下記のとおり事業を実施したので、佐賀県補助金等交付規則及び佐賀県居住支援推進

空き家利活用モデル事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 事業の目的   住宅確保要配慮者専用住宅の整備のための空き家の購入と改修 

 

２ 補助金の交付決定額及び実績額 

交付決定額    金 １，０００，０００ 円 

実 績 額    金 １，０００，０００ 円 

 

３ 事業完了年月日   令和７年２月２０日 

 

４ 補助事業の成果 

低廉で良質な中古住宅を取得し、改修を行うことで、住宅確保要配慮者専用の住宅

を整備することができた。これにより、住宅確保要配慮者が居住することができる賃

貸住宅の選択肢が広がることが期待される。 

    

 

（添付資料） 

・実績報告時添付書類確認表 

 ・実績報告時添付書類確認表に記載されたもの 

  

交付決定を受けた額と異なる場合以外は交付決
定額を記載してください。 

交付決定を受けた額を記載してください。 

補助金を活用することによりどのような効果があったのか、今後どの
ようなことが期待されるのかという観点で記載してください。 

この手続により県が取得した個人情報は、本事業の目的以外に使用すること又は本人の承諾なく第三者に提供することは
ありません。詳しくは、「佐賀県プライバシーポリシー（http://www.pref.saga.lg.jp/kiji00319144/index.html）」をご
覧ください。 

佐賀県から交付された補助金交付決定通知書に
記載された日付、文書番号を記載してください。 



様式第６号（第10条関係） 

  

令和６年８月１日  

 

佐賀県知事 様 

 

 （申請者） 住所 佐賀市城内１丁目１－５９ 

氏名 建築 住太郎 

  

  

 令和６年度佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業費補助金交付請求書 

 

令和６年７月１５日付け建第１２３４号で交付決定通知があった佐賀県居住支援推進空き

家利活用モデル事業費補助金のうち、下記金額を交付されるよう佐賀県補助金等交付規則及

び佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業費補助金交付要綱の規定により請求します。 

 

記 

 

 

請求額        金 １，０００，０００ 円 

 

内訳 交付決定額  金 １，０００，０００ 円 

交付済額  金         ０ 円 

今回請求額  金 １，０００，０００ 円 

残額     金         ０ 円 

振込指定口座※ 

金融機関名 

     ○ ○  銀行・信用金庫   ○ ○ 本店・支店 

農業協同組合         支所・出張所 

（      ）       （      ） 

預金種別 普通預金  ・  当座預金 

口座番号 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ （口座番号を右詰で記入してください） 

フリガナ ケンチウ スミタロウ 

口座名義人 建築 住太郎 

※申請者本人が口座名義人になっているものに限ります。 

 

注）概算払いの場合の様式 

 

この手続により県が取得した個人情報は、本事業の目的以外に使用すること又は本人の承諾なく第三者に提供することは
ありません。詳しくは、「佐賀県プライバシーポリシー（http://www.pref.saga.lg.jp/kiji00319144/index.html）」をご

覧ください。 

佐賀県から交付された補助金交付決定通知書に
記載された日付、文書番号を記載してください。 

記載漏れがないようにご注意ください。 

概算払いが必要な場合のみ提出してください。 



様式第７号（第10条関係） 

  

   令和７年３月１５日  

 

佐賀県知事 様 

 

 （申請者） 住所 佐賀市城内１丁目１－５９ 

氏名 建築 住太郎 

  

 

 

  令和６年度佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業費補助金交付請求書 

 

令和７年３月１０日付け建第２３４５号で額の確定通知があった佐賀県居住支援推進空き

家利活用モデル事業費補助金として、下記金額を交付されるよう佐賀県補助金等交付規則及

び佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業費補助金交付要綱の規定により請求します。 

 

 

記 

 

 

請求額        金 １，０００，０００ 円 

 

振込指定口座※ 

金融機関名 

    ○ ○   銀行・信用金庫    ○ ○ 本店・支店 

農業協同組合         支所・出張所 

（      ）       （      ） 

預金種別 普通預金  ・  当座預金 

口座番号 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ （口座番号を右詰で記入してください） 

フリガナ ケンチウ スミタロウ 

口座名義人 建築 住太郎 

※申請者本人が口座名義人になっているものに限ります。 

 

 

 

注）精算払いの場合の様式 

 

この手続により県が取得した個人情報は、本事業の目的以外に使用すること又は本人の承諾なく第三者に提供することは
ありません。詳しくは、「佐賀県プライバシーポリシー（http://www.pref.saga.lg.jp/kiji00319144/index.html）」をご
覧ください。 

佐賀県から交付された補助金の額の確定通知書
に記載された日付、文書番号を記載してくださ

記載漏れがないようにご注意ください。 



様式第８号（第11条関係） 

                    令和７年３月１５日  

 

佐賀県知事 様 

 

 （申請者） 住所 佐賀市城内１丁目１－５９ 

氏名 建築 住太郎 

 

 

令和６年度佐賀県居住支援推進空き家利活用モデル事業費補助金 

消費税等仕入控除税額の確定に伴う報告書 

 

令和７年３月１０日付け建第２３４５号で額の確定通知があった佐賀県居住支援推進空き

家利活用モデル事業費補助金について、消費税等仕入控除税額が確定したので、佐賀県居住

支援推進空き家利活用モデル事業費補助金交付要綱の規定により報告します。 

 

記 

 

１ 補助金額（佐賀県補助金交付規則第13条の補助金の額の確定額） 

金１，０００，０００ 円 

２ 補助金の額の確定時における消費税等仕入控除税額    金      ７７１ 円 

３ 消費税等の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額 金      ９２１ 円 

４ 補助金返還相当額（＝３－２）             金      １５０ 円 

 

（注）別紙として積算の内訳を添付すること。 

この手続により県が取得した個人情報は、本事業の目的以外に使用すること又は本人の承諾なく第三者に提供することは

ありません。詳しくは、「佐賀県プライバシーポリシー（http://www.pref.saga.lg.jp/kiji00319144/index.html）」をご
覧ください。 


